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１．高くなる原発コスト
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原発のコストは安い？

6
テレ朝news(http://news.tv-asahi.co.jp/news_economy/articles/000089477.html)
（2016年12月6日の記者会見）



現時点での福島原発事故費用

項目 金額(億円)

損害賠償費用 賠償費用 7.9兆円

賠償対応費用 0.1兆円

原状回復費用 除染費用等 4.2兆円(*)

中間貯蔵施設 1.6兆円

除染廃棄物の最終処分 ？

帰還困難区域の除染 ？

事故収束廃止費用 「廃炉・汚染水対策」 8.0兆円

燃料デブリの処分 ？

国の対策 0.2兆円

行政による事故対応費用（除染を除く） 1.5兆円

合計 23.5兆円
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政府の言う21.5兆円に収まるか

＜上振れする可能性＞

• 事故収束・廃止費用（廃炉費用）

• 賠償費用

– 適切で十分な賠償が必要。

• 除染費用

＜含まれていない項目＞

• 燃料デブリの処分費用

• 国の技術開発費用

• 除染廃棄物の最終処分費用

• 帰還困難区域の除染

• 森林除染（実施するのであれば）

• 行政費用（復興事業等）
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21.5兆円では
収まらない
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11
高台からみる1号機。この場所の放射線量は140μSv/h。
（2017年12月4日）



12
高台からみる2、3号機。この場所の放射線量は140μSv/h。
（2017年12月4日）
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高台から見る3号機。上にみ
えるドーム状のものは、3号
機の使用済み核燃料プール
から使用済核燃料を取り出
すために設置されたクレーン
等が入っている。

この場所の放射線量は
140μSv/h。

（2017年12月4日）



14
高台から発電所のほうにおりてきたところ。道を挟んで高台側にたっている。こ
この放射線量は92.9μSv/h。（2017年12月4日）



153号機の側面。ガレキはそのままになっている。バスの中で220μSv/h。
(2017年12月4日）



原発のコストは超長期で不確実



高くなる原発コスト

• 原発事故コストはこれからも増大する。

– 不十分な賠償→事情に応じた十分な賠償が必要。

– 除染廃棄物の最終処分、燃料デブリの処分。

• さらに、このままの政策を続ければ、使用済核燃料の再処理費用を中心に、核燃
料サイクル費用も増大する。

• 現時点でみても、kW時当たりでみた原発コストは、他の電源と比べて高い。

発電コスト 政策経費 事故コスト 合計

原子力 8.5 1.7 3.1 13.3
火力 9.9 0.0 - 9.9
水力 3.9 0.0 - 3.9
※1970-2010年度実績
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簡単な原発コスト試算
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事故リスク対応費用 1.6円〜

政策経費 1.3円

核燃料サイクル費用 1.5円

運転維持費 3.3円

資本費 9.9円

これまでの点を踏まえると新設原発のコ
ストは
17.6円/kWh〜 程度ではないか。



17.6円/kWh
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２．進む電力自由化
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電力自由化とは？

• 新しい電力供給体制の確立

• きっかけ

– 2011年3月11日 東日本大震災、東京電力福島
第一原発事故（福島原発事故）の発生
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電力供給の安定性

経済性

既存の
電力供
給体制

災害時の供給不安

放漫経営、原発コスト



日本における電力自由化

• 2000年3月 電力小売部分の自由化開始

– 特別高圧のみ

• 2004年4月
• 2005年4月

• 2016年4月 小売全面自由化（参入自由化）

– 家庭・商店を含め小売自由化

– 規制料金（＝総括原価方式）の他に小売料金（料金メニューが
ある）

• 2020年4月を目処に 規制料金撤廃、発送電分離
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自由化領域の拡大（高圧）

電力システム改革



発電

送電

配電

小売

垂直統合

電気料金＝
総括原価方式

発電
会社
発電
会社

送配電
会社
送配電
会社

小売
会社

発送電分離

地域独占
広域運用

競争

（卸電力市
場）

競争

旧一般電気事業者
（電力会社）
再エネ事業者
新電力=PPS(Power 
Producer and Supplier）
etc.

旧一般電気事業者（電
力会社）
新電力（=PPS）
etc.
小売電力料金の自由
化

法的
分離

一般電気事業者

小売料金の
総括原価方式廃止 23

託送料金
＜総括原価方式＞



これまでの電気料金
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原価原価 事業報酬事業報酬 税金など税金など

電気料金を、法令できまった方式にもとづき決定。

使用済燃料再処理等費
特定放射性廃棄物処分費
原子力発電施設解体費
原賠機構一般負担金

核燃料税
電源開発促進税 等

総括原価方式



電力自由化後の料金
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電力会社の裁量
で算定する費目
電力会社の裁量
で算定する費目

託送料金
(送電線使用料)

託送料金
(送電線使用料)

電力会社（小売会社）は売れる価格で電気料金を決定。
採算がとれるかどうかは、電力会社の裁量次第。

税金など税金など

総括原価方式
電力会社の
裁量・努力

使用済燃料再処理等費
特定放射性廃棄物処分費
再処理費用
原子力発電施設解体費
原賠機構一般負担金



３．託送料金に原発コストが転嫁される
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電力自由化の下で
原発事故費用の負担が問題に

①原発事故費用・原発コストが増大

②電力自由化の下で総括原価方式の小売料
金が撤廃

③競争激化

→だれが原発事故費用を負担するのか。

【原発事故費用の負担問題】

– 本来であれば汚染者負担が当然



費用負担原則

• 応能原則

• 応益原則
– 廃炉費用

• 応因原則＝汚染者負担原則(PPP)
– 賠償費用

– 除染費用

– 放射性廃棄物処分費用
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費用負担制度

• 第1段階：旧来の電力供給体制を前提とする
方法
– 地域独占、総括原価方式の電気料金

→電気料金（小売料金）を通じて国民に転嫁

＋税金（国民負担）

• 第2段階：電力自由化後の負担システム
– 総括原価方式の電気料金（小売料金）無し

→託送料金（送電線使用料＝総括原価方式）

＋税金（国民負担）
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原発事故費用を誰が払うのか
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事故発生者＝汚染者＝加害者

→損害賠償責任
→事故収束・廃炉の責任

莫大な費用
超長期に及ぶ取り組み

自力で払いきれない
本来であれば破綻は避けられない



東京電力支援の考え方

機構は、原子力損害賠償のための資金が必要

な原子力事業者に対し援助(資金の交付、資本

充実等）を行う。援助には上限を設けず、必要

があれば何度でも援助し、損害賠償、設備投資

等のために必要とする金額のすべてを援助で

きるようにし、原子力事業者を債務超過にさせ

ない。

31

「東京電力福島原子力発電事故に係る原子力損害の賠償に関する政府の支援の枠
組みについて」（2011年6月14日、閣議決定）
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東京電力

原子力損害賠償支援機構

国民

損害賠償

資金援助

交付国債

電力料金

東電以外の原子力事業者

一般負担金

一般負担
金、特別負
担金

電力料金

税

被害者

金融機関

政府

利息借入金

｀

返済

国庫納付

出所：『朝日新聞』他より作成。

2011年につくられた賠償費用負担の仕組み



第一段階の原発事故費用の負担の仕組み
（電気料金・税による国民負担）

種類 負担方法 仕組み

損害賠償
費用

損害賠償 一般負担金【電力消費者負担】 支援機構法、一般
電気事業者供給約
款料金算定規則

賠償対応費用 電気料金への転嫁【電力消費者
負担】

一般電気事業者供
給約款料金算定規
則の運用

原状回復
費用

除染費用 支援機構保有の株式売却益【国
から求償すべき費用を穴埋めし
東電の負担を軽減】

支援機構法、福島
復興指針

中間貯蔵施設 国費投入【国民負担】 支援機構法第68条、
福島復興指針

事故収束・廃止費用 経常費用の電気料金への転嫁
【電力消費者負担】

一般電気事業者供
給約款料金算定規
則の運用
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電力自由化後の負担

• 第1段階：旧来の電力供給体制を前提とする方
法
– 地域独占、総括原価方式の電気料金

→電気料金（小売料金）を通じて国民に転嫁

＋税金（国民負担）

• 第2段階：電力自由化後の負担システム
– 総括原価方式の電気料金（小売料金）無し

→託送料金（送電線使用料）

＋税金（国民負担）
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急速に進んだ政策形成

2016年10月 → 中間とりまとめ（12月）

• 東京電力改革・1F問題委員会（東電委員会）

– 非公開＋3回の非公式の会合

• 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 電力システム改革貫徹の
ための政策小委員会（貫徹小委）

– 財務会計ＷＧ

– 市場整備ＷＧ

• 実質的に2ヶ月で決着。20兆を超える事故費用負担についてのもので
あったにもかかわらず、異例のスピード。

• 法制化はまだ。

→事故炉廃炉費用については原子力損害賠償・廃炉等機構法が改正され
た。

→原発事故費用・一般廃炉費用は、省令改正されようとしている。
35



問題となった費用

• 事故費用：東電救済策

– 事故炉廃炉費用

– 損害賠償

• 一般廃炉：大手電力会社救済策

– 残存簿価の減価償却費部分

– 解体引当金の引当期間短縮にともなう費用

– 廃炉費用の上振れ部分
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第二段階の原発コストの国民転嫁策（新提案）

費用 負担方法

福島原
発事故
費用

事故炉廃炉費用 ①「管理型積立金制度」を創設

②東電の送電部門の超過利潤の一部を
あてる。

損害賠償費用 一般負担金部分の「過去分」を全消費者
から回収（託送料金）

一般廃
炉費用

「計画外廃炉」の残存簿
価分

託送料金で回収

解体引当金の引当期間
短縮にともなう費用

託送料金で回収

上振れ分 個別の事情も含めて上振れ分を引当可能
に。

37

※中間貯蔵施設（国費）、除染（株式売却益）の枠組みはそのまま。



出所：資源エネルギー庁（2016）「原子力損害賠償の備えに関する負担の在り方について」11月29日（第5回財務会計
ワーキンググループ、資料５）
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一般負担金とはどういうものか

• 原子力事業者の相互扶助機能を維持するための事業
コスト

• 国会で、「過去分」との説明はされてこなかった。

• 「過去分」とする理論的根拠はない。

• 国会では、安易な電気料金値上げにならないようにする
と説明していた。

• 「東京電力福島原子力発電所事故に係る原子力損害の
賠償に関する政府の支援の枠組みについて」（2011年6
月14日、閣議決定）でも同様。
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「過去分」は過去分ではない

40

東電・大手電力が支払うはずの
賠償資金の一部が過去分に。
→東電・大手電力会社救済策



託送料金の問題点

• 費用の一部を託送料金を使って国民負担にしようとしている。

• だが、託送料金は、本来、送電部門の費用を回収するものであっ
て、特定事業者の事故費用を回収するためのものではない。

• また、託送料金は、税と違って、料率・使途ともに、国会の審議の
対象とならない。透明性もない。

• 料金認可の際には、電力・ガス取引等監視委員会が、審査するこ
とになるだろうが、国会ほど透明性があるとはいえないし、審議も
認可申請したときのみにとどまる。

• 原発事故費用の負担については、透明な場で議論すべきである。
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現実に進む費用転化

• 省令改正によって、賠償費用（の一部）と廃炉
費用（の一部）を託送料金の仕組みを使って
回収しようとしている。

• パブリックコメント終了
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４．原発再稼働と電気料金
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原発再稼働と原発廃止

• 原発再稼働すると、電気料金は下がる。

– 関西電力は値下げを実施。（8月1日により）

= 「原発ゼロ（原発廃止）すると、電気料金は上
がる」？

→これは間違い。
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電気料金を下げる方法は2つある

原発再稼働原発ゼロ 原発再稼働準備状態

火力
燃料費

原発
維持費

原発
維持費

原発
燃料費

火力
燃料費

この分
安くなる

火力
燃料費

この分
安くなる

原発ゼロと原発再稼働、どちらの電気料金が安いかは、
電力会社によって異なる。

購入

購入

購入
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関西電力の電気料金値下げをどうみるか

• 高浜3，4号機の再稼働による値下げ（2.0%)

46
出所：関西電力(2017)「電気料金の値下げについて」7月11日（電力・ガス取引監視等委員会第25回料金審査専門部会、資料4-1) p.4.



原発を再稼働した場合と廃止した場合の原価の変化

（関西電力のケース）
2017年値下げ時（高浜

3，4稼働）
再稼働（大飯3､4・高浜3，

4）ケース
全部再稼働（全原

発）ケース
原発廃止ケース

金額
（億円）

電力量（億

kWh)(注2）
金額

（億円）
電力量（億

kWh)
金額

（億円）
電力量（億

kWh)
金額

（億円）
電力量（億

kWh)
水力 120 0 120 0 120 0 120
火力 5,110 716 4,766 684 4,717 661 5,008 716
石油 226 20 0 0 0 0 226 20
ＬＮＧ 4,172 554 4,262 566 3,957 525 4,172 554
石炭 610 143 503 118 578 136 610 143
その他 102

原子力 116 127 262 287 421 461 0 0
原子力バックエンド
費用 545 1,233 1,978 0
購入・販売電力量
差し引き 2,447 279 1,324 151 0 0 3,561 406
原発維持費 1,682 1,682 1,682 0
合計 9,900 1,242 9,267 1,242 8,799 1,242 8,569 1,242

注１：この表の原価は、原発廃止、再稼働による電源構成の変化に伴い金額が大きく変化する需給関連費用に関するものであって、総
原価ではない。ここであげた項目以外も電源構成の変化によって変わりうる。

注2：水力以外の電力量・構成は、関西電力(2017）「電気料金の値下げについて」7月11日、資料4−1、p.19による。

原発ゼロケース
では原発分の発
電は最も単価の
高い購入電力で
手当てする前提

原発が再稼働し
た場合は、基本
的には単価の高
い電源から電力
量を減らす前提

関西電力では、原発を再稼働するより、原発を廃止した場合の方が、電気料金が下がるものと見込まれる
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原発コストデータが
公表されていない

1. 福島原発事故の費用がはっきりしない

– 東京電力

– 政府

– 原子力損害賠償廃炉等支援機構

2. 廃炉、バックエンド費用の費用がはっきりしない

– 電力会社

– 使用済燃料再処理機構

3. 電力自由化の下、原発の費用がますます不透明になる

– 電力会社の会計情報

48



情報開示のあり方
〜徹底した透明性の確保〜
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国民への情報提示のあり方

50

資源エネルギー庁の情
報提示の最近の事例



51



52

異常な結論が出ているときには、基本的考え方、計
算方法を慎重に吟味する必要がある。

国家財政にも打撃が及ぶレベル
数十兆規模でも、経済的に事業継続可能！？



５．原発ゼロと電力の安定供給
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原発ゼロで電力の安定供給は可能なのか？

電力各社が電力供給計画（2016, 2017年度）を電力広
域的運営推進機関に提出。

• 電力需要は、震災前のようにはならず、減少したま
まである。

• 原子力発電の稼働がなくても、夏でも電力不足に陥
ることはない。

→原発ゼロで電力の安定供給が可能であることは、
電力会社自身が認めている。

54



原発ゼロで安定的電力供給はできる

55
出所）電力広域的運営推進機関(2017)『平成29年度供給計画の取りまとめ』3月、p.9.
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電力供給計画における発電量想定

56出所）電力広域的運営推進機関(2017)『平成29年度供給計画の取りまとめ』3月、p.17.

原子力はココ



６．エネルギーの未来
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電力自由化と再生可能エネルギー

1. 競争上、公正性・中立性を保つ

– 自社（元）の電力会社（発電会社）が有利になら
ないようにする

– 新規参入者（再エネ事業者）が不利にならないよ
うにする。

2. 系統（送電網）運用上、公正性・中立性が保
つ。

– 広域的に運用する。
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原子力優先の系統の使い方

＜電源上の位置づけ＞

• 原子力を「ベースロード電源」と位置づけ、長期固定電源（原
子力、水力、地熱、バイオマス）として優先的に利用

• 再生可能エネルギーは、長期固定電源より優先順位が低い。

＜系統運用上の位置づけ＞

• 連系線の利用は「先着優先」にしている。

– 動いていなくても、原子力が占めている。
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再エネが抑制される理由

• 電力会社が、独自に接続可能量（出力制御枠）
を設定。これを超えると出力制御されても補償
がない。

60

原子力・石炭などが優
先されていることが問
題



原子力優先が電力自由化をゆがめる

1. 電源利用上、原子力が優先され、再エネが
劣位に置かれている。

2. 系統（送電網）運用上、原子力が優先されて
いる。域外に送れないため、再エネが抑制さ
れている。

※抑制しないほうが経済的なのにもかかわらず。
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• ベースロード発電所は、完全に消え失せてい
る。

• 天然ガス、石油は部分的にのみ利用されて
いる。

エネルギー転換を進めるドイツでは、
再エネが優先的に利用されている。
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ドイツの電源の利用の仕方

• 再生可能エネルギーを最優先して利用する。

– 燃料費がいらない

– 使った方が経済的

• 電力需要が少ないときは、再エネが100％を超える
こともある。

→ネガティブ・プライス（負の価格）がつくことも。

• ベースロード電源という考え方は、全く無い。
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出所：Agora Enegiewende (2013), 12 Insights on Germany’s Energiewende

ドイツの実際の電力需給（8月）

バイオマス
風力

（陸上・洋上）
水力 太陽光

その他（火力等）
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まとめ

1. 原発のコストは高い。原発事故の費用は23兆円を超えてい
る。

2. 新提案は、事実上、東電救済策を軸としている。事故費用
については、関係者の責任を問わないまま、国民負担を増
やそうとしている。

3. 新電力が原発事故費用を負担することになる一方、大手電
力会社の負担は、事実上、大幅に軽減される。

4. 再稼働でも原発ゼロでも電気料金は下がる。

5. 原子力延命策が再生可能エネルギーの利用を妨げている。

6. 原発ゼロで電気の安定供給は可能である。
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